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がん化学療法における災害対応ガイドライン作成の検
討　～第 1 報～
成田赤十字病院　外来 1）、深谷赤十字病院 2）、足利赤十字病院 3）、
芳賀赤十字病院 4）、武蔵野赤十字病院 5）、小川赤十字病院 6）、
古河赤十字病院 7）、相模原赤十字病院 8）、大森赤十字病院 9）
○宮
み や た
田　幸
さ ち こ
子 1）、飯島　美登 2）、遠藤　美貴子 3）、小幡　実佐子 4）、
　上鵜瀬　麻有 5）、田中　純子 6）、為川　智子 7）、中原　阿喜子 8）、
　箱﨑　緑 9）
【目的】東部ブロックがん化学療法看護認定看護師会では、平成 23 年
3 月の東日本大震災の状況を踏まえ、がん化学療法における災害対応
ガイドラインの作成を検討している。そこで、がん化学療法における
災害体制の現状を調査し、ガイドラインを作成するための課題を明ら
かにした。
【方法】2013 年 7 月～ 8 月にかけて、産院を除く東部ブロック 20 施設
のがん化学療法に携わる看護師を対象に、質問紙を配布・回収し単純
集計で分析を行った。
【結果】回答が得られた 18 施設は、14 施設が災害拠点病院であり、8
施設ががん診療連携拠点病院であった。がん化学療法に特化した災害
時マニュアルがある施設は 4 施設であった。がん化学療法中に避難
が必要となった際の治療継続に関する看護師の見解を尋ねた結果では
「化学療法を中止し避難する」が多く、抜針を含む中断の方法やタイ
ミングは様々であった。また、がん化学療法中の災害対応に関するス
タッフ指導や患者指導、治療継続への支援体制について整備されてい
ない現状があり、多くの看護師は整備する必要性を認識していた。
【考察】がん化学療法に関する災害時の体制は整備されておらず、臨
床の場で取り組み可能なガイドラインが必要と考える。よって、ガイ
ドライン作成の課題として、1. 化学療法中止の判断、2. 抜針を含めた
中断の方法、3. 治療内容等が把握できるツールの作成、4. がん化学療
法中の災害対応に関するスタッフ指導と患者指導を挙げる。今後は推
奨する対応を検討し、各施設のマニュアル整備に役立つガイドライン
を作成していく予定である。
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地域災害支援ナース育成への取り組み
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本県においては、東南海・南海地震等の大規模地震の襲来が予測さ
れており、地震や津波被害に対する防災・減災対策が重要な課題で
ある。そこで、本県看護協会は、平成 25 年度の取り組みとして、
本県下で発生する広域自然災害の際に地元で活動する「地域災害支
援ナース」を育成する試みを行った。地域災害支援ナースとは、本
県との「災害時医療救護活動に関する協定書」に基づき、県下で発
災した際、未就業看護職員や交通網遮断などにより所属機関に着任
できない看護職が、地元・最寄りにある救護病院、救護所、避難所
に駆けつけ、健康・医療支援にあたる看護職である。本研修は、平
成 25 年 7 月～ 12 月の 5 ヶ月間で県下の 5 地域に出向いて開催した。
受講者総数は 301 名であり、その内訳は保健師 28 名（9,3%）、助産
師 4 名（0,1%）、准看護師 33 名（11%）、看護師 236 名（78,4%）であっ
た。研修内容は医療ニーズ、近隣市町村の状況、トリアージ、初期
対応・応急処置、健康ニーズ、生活ニーズ、看護の役割、受援力の
意義、地域災害支援ナースの役割の 7 項目で行った。研修方法は、
講義形式と実際に被災して医療資源が枯渇している状況下を想定し
ての実技形式で行った。アンケート調査での受講者の理解度は、4
段階評定で 3,1 ～ 3,8（ｎ＝ 129）と非常に高い評価が得られた。し
かし、地域災害支援ナースの登録者数は全受講者数の 43％と目標
値を下回る結果となった。今後の課題としては、研修内容の洗練化
を行い、災害支援ナースの登録者を増加させ、災害時における知識・
スキルを持った看護職の裾野を広げていくことが急務であると考え
ている。また、本年度の受講者に対してのブラッシュアップセミナー
を次年度の教育計画に組み込んでいる。この目的は、単に受講者の
スキルアップや継続教育のみが目的ではなく、今後、指導的役割が
担える看護職の育成も視野に入れた活動として考えている。
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【背景】災害拠点病院である A 病院は、平成 25 年に内閣府が発表
した、南海トラフ巨大地震が発生した場合の震度予測によると、震
度 6 強から 6 弱の揺れに襲われるとされている。また、平成 25 年
に県が発表した津波浸水想定では海から約 1km の平地に立地して
いるが浸水被害は免れるとされている。日頃から災害対策を講じて
おく必要があり、各病棟で病棟災害委員が中心となり災害対策に取
り組んでいる。
【取り組み】A 病院の集中治療室（以下、ICU）の病棟災害委員は、
2012 年 9 月に病棟災害訓練（以下、訓練）を実施し、訓練後のア
ンケートから発災直後の行動について具体的なイメージが難しいと
いう意見が出た。そこで災害マニュアルの内容を映像化して発災時
の初期対応について理解を促す取り組みを行った。また発災直後の
リーダーチェックリストや被害状況報告用紙の内容に修正を加え、
2014 年 1 月と 2 月の 2 回の訓練を行った。DVD 視聴前と訓練後に
行ったアンケート結果から抽出された意見の中から病棟災害委員だ
けでは解決できない疑問点や対策方法について医師、師長、臨床工
学技士と意見交換を行う場を設けた。
【効果】訓練の目標達成までの時間は DVD 視聴前後で差はなかっ
た。マニュアルを映像化することで訓練参加者が具体的なイメージ
を持ち訓練に参加できていた。短期間のうちに複数回の訓練を行う
ことで効果的に行動できるようになった。訓練を通してマニュアル
の妥当性、有効性の検証を行い、修正したものを次の訓練で検証す
ることで、既存のマニュアルの不備を改善することができた。
【結語】定期的に訓練を行い、訓練への参加回数を増やしていくこ
とが、災害時に効果的な行動をとるために必要である。ICU に携
わる多職種が発災時の初期行動についての共通認識を持つ必要があ
る。
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【はじめに】Ａ病院は、災害拠点病院の指定を受けた許可病床数
745 床の 2 次救急病院である。時間外の看護管理は、看護管理者と
救急処置検査センター看護師（以下センター看護師）の 3 名で実施
している。今回、アクションカード（以下 AC）を火災発生時にお
ける管理当直者の業務内容と対応業務分担を明らかにすることで災
害対策本部に速やかに報告できるツールとなるよう作成した。
【目的】AC により、災害対策本部立ち上げとなるまでの看護当直
者の初動体制の円滑化と業務分担の明確化ができたかを評価する。
【方法】対象：看護管理者 1 名、センター看護師 ７名。方法：AC
を使用し防災訓練の実施後に質問紙調査を行い分析した。
【結果】質問紙の回収率は 100％であった。「AC は役立ったか」は、
全員役立つと回答した。「AC に改善点はあるか」は、4 名が改善点
の必要性があると回答した。「スムーズに行動できたか」は、6 名
が行動できたと回答した。「自己の役割が明確となったか」は、全
員が明確になったと回答した。「クロノロジーの記録ができたか」は、
5 名ができたと回答した。「災害対策本部へ円滑に申し送りできた
か」は、3 名ができたと回答した。
【考察】災害対策本部へ業務を引き継ぐまでの短時間に焦点を当て
た AC 作成を実施した。AC により個々の業務内容が明確化したこ
とで、自己の役割認識と初動体制の理解につながり役にたつと回答
が得られたと考える。記録に関しては、クロノロジーを初めて経験
したことから繰り返しの訓練の必要性を感じた。報告業務はポイン
トを AC に記入していたが、どこまでの情報提供が必要かまた報告
の順序が不明確であったため達成度が低かったと考える。
【まとめ】AC により個々の業務内容の明確化につながった。災害
規模に応じた超急性期の AC の整備と訓練が必要である。
